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環境方針 2018年度 掲載頁 評価 2019年度 2030年度 備　　考目標 結果 目標 中期目標

省エネルギー・温暖化防止

エネルギー使用量
熱量換算　367TJ

CO2排出量18,819t-CO2/年以下
＊電気のCO2原単位
　一般電気事業者の排出係数

1） 各事業所の省エネルギー対策実施
2） 高効率型照明への変更
3） クールビズの継続実施

エネルギー使用量
熱量換算　375TJ

CO2排出量18,788t-CO2/年
＊電気のCO2原単位
　一般電気事業者の実排出係数採用
＊2009年度 CO2排出量に集計範囲変更
　賃貸事務所の追加

1） 各事業所の省エネルギー対策実施
2） 高効率型照明への変更
3） クールビズの継続実施

21 ★★

エネルギー使用量
熱量換算　361TJ

CO2排出量18,069t-CO2/年以下
＊電気のCO2原単位
　一般電気事業者の排出係数

1） 各事業所の省エネルギー対策実施
2） 高効率型空調機への変更
3） クールビズの継続実施

2030年度までにCO2排出量を
15,600t-CO2/年以下にする。
（2013年度比　25.0％削減に相当）
＊電気のCO2原単位
　一般電気事業者の排出係数

2020年度目標：
　CO2排出量を17,519t-CO2/年以下にする。
　（2005年度比　25.7％削減に相当）
持田製薬グループでは、温暖化対策に積極的に
関与していく方針のもと、CO2排出量を削減 
していく。
これからも「自主参加型国内排出量取引制度
（JVETS）」参加企業として、CO2排出量削減に
努力していく。

ゼロエミッションの推進

廃棄物発生量　645t以下 廃棄物発生量　508t 21 ★★★ 廃棄物発生量　645t以下 廃棄物発生量　582t以下
（2016年度基準）

2020年度目標：
　廃棄物発生量645t以下
　（2004年度比35％以上削減）

廃棄物のリサイクル率98％以上を維持
・従業員への廃棄物教育の継続

廃棄物のリサイクル率　99.1％

1） 各事業所での環境教育
2） 分別収集の指導
3） 3R提案の実施

21 ★★★ 廃棄物のリサイクル率98％以上を維持
・従業員への廃棄物教育の継続 廃棄物のリサイクル率98％以上を維持

環境マネジメントシステム
の運用

環境監査の継続実施 5事業所実施 15 ★★★ 環境監査の実施 環境監査の実施

維持審査適合 維持審査適合 15 ★★★ 維持審査適合 維持審査適合

化学物質適正管理

MSDSによる安全教育の実施
PRTR法における取扱量1kg/年以上の物質の調査
実施
PCB機器の適正管理
調査対象の建築物平面図にアスベスト表示

MSDSによる安全教育の実施
法対象の取扱量1kg/年以上の物質の調査を実施

PCB機器の適正管理を実施
アスベスト建築物平面図の更新済み

22 ★★★

MSDSによる安全教育の実施
PRTR法における取扱量1kg/年以上の物質の調査
実施
PCB機器の適正管理
アスベスト建築物平面図の更新

化学物質の適正管理継続実施

環境会計 環境会計報告書を作成 環境会計報告書の更新 16 ★★★ 環境会計報告書の更新 環境会計報告書の更新

環境教育による意識の高揚

教育基本スケジュールの実施

1）1事業所の全従業員を対象に環境教育を実施
2）ISO14001関連教育
・新入社員環境教育実施
・部門教育実施

15～16 ★★★ 教育基本スケジュールの実施 環境教育継続実施
環境情報の共有化展開

環境情報の継続提供
・環境法改正情報通知 環境法改正情報の提供 ― ★★★ 環境情報の継続提供

・環境法改正情報通知
環境情報の継続提供
・環境法改正情報通知

環境関連法規制の遵守 環境法規制（水質、大気、騒音など）の遵守 大気および水域への排出、騒音について
全事業所で規制基準値内 21～22 ★★★ 環境法規制（水質、大気、騒音など）の遵守 環境法規制（水質、大気、騒音など）の遵守

★★★・・・目標達成　　　　★★・・・達成度90％　　★・・・目標未達　　　　※6事業所：報告対象範囲の事業所

環境行動計画（目標と結果）
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電気：
電気の購入量を記載しています。

重油：
重油使用量の合計を記載しています。重油は主にボイラー燃料として使用しています。

都市ガス：
都市ガスの購入量を記載しています。

LNG：
液化天然ガス使用量を記載しています。
LNGは主にボイラーの燃料として使用しています。

ガソリン：
営業車などの社有車両の燃料として使用しています。

地下水：
地下水の採取量を記載しています。主に工場の製造工程などで使用しています。

水道水：
水道水の購入量を記載しています。

流通

使用

廃棄

再商品化
義務

p.22参照

INPUT

I N P U T

●BOD（生物的酸素要求量）
好気性バクテリアが、水中の有機物を酸化
分解するのに必要な酸素量で、水質汚濁を
示す基準の一つ。通常、20℃・5日間で消費 
する酸素量をppmまたはmg/Lで表す。

●COD（化学的酵素要求量）
水中の有機物を酸化剤によって酸化分解する
のに消費される酸素の量で、水質汚濁を示す
基準の一つ。湖沼・海域で環境基準値が定め
られている。ppmまたはmg/Lで表す。この
値が大きいほど水中の有機物が多く、汚濁
の程度も大きいことを示す。

●SS（浮遊物質量）
水中に浮いている直径2mm以下の非常に
小さい粒子状物質量のこと。この数値が大き
いと、工場排水からの有機物や金属の沈殿物
などが多く含まれていることを意味する。

用語の解説

p.21参照
エネルギー
2018年度

電気 ..............245.3TJ※（2,460万kWh）
A重油...............................3.3TJ※（84kL）
都市ガス ...............25.4TJ※（58.8万m3）
ガソリン ................ 35.9TJ※（1,037kL）
LNG ...........................64.8TJ※（1,186t）
※TJ（テラジュール）：1Jの1兆倍

水資源
2018年度

地下水 ...................................... 375.4千m3
水道水 ........................................... 6.6千m3

p.22参照
化学物質
2018年度

PRTR物質 ............................................ 2.3t

2018 年度の事業活動における環境負荷の状況を以下に記載します。

研究開発

製造

オフィス業務

事業活動に必要な資源 持
田
製
薬
グ
ル
ー
プ
の
事
業
活
動

事業活動における環境負荷 持田製薬グループは、事業活動による、
資源・エネルギーの消費と環境への影響を把握し、
環境負荷の低減に取り組んでいます。
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CO2：
燃料および電気を使用することにより排出するエネルギー起源のCO2の量の合計を記載しています。
電気の場合は、使用量に2018年度の一般電気事業者の実排出係数を掛けたものを合計しています。

ばいじん・NOx：
ボイラー設備などのばい煙発生施設より、大気に排出される排ガスの定期測定結果に基づき算出した年間排出量の合計を記載しています。

SOx：
ボイラー設備などで消費するA重油使用量と、A重油に含まれる硫黄分から計算した、年間排出量の合計を記載しています。

廃棄物発生量：
工場・事業所から排出される廃棄物の量の合計を記載しています。

リサイクル量：
廃棄物などの総排出量のうち、リターナブル（再使用）、マテリアルリサイクル（材料リサイクル）、サーマルリサイクル（熱回収と残渣利用）
された全量を記載しています。

排水量：
工場・研究所および本社で計測した数値の合計を記載しています。

水域排出物：
工場・研究所における排出量の合計を記載しています。測定濃度が定量下限値以下の場合は、定量下限濃度で排出量を算出しています。

O U T P U Tボイラー設備

PRTR物質

騒音

排水設備

サイトレポート参照

サイトレポート参照

OUTPUT

●ばいじん
ボイラーや電気炉などから発生するススや
固体粒子のこと。不純物の少ない燃料への
変更や適切な集塵機などの設置により、排出
量を削減することが可能である。

●NOx（窒素酸化物）
大気汚染の原因物質としてはNOとNO2を
指す。大気中の窒素酸化物の大部分は燃焼に
よって発生し、工場や自動車などがその主な
発生源である。NO2は笑気ガスと呼ばれ、
麻酔などに用いられているが、地球温暖化を
引き起こす温室効果ガスでもある。

●SOx（硫黄酸化物）
硫黄と酸素の化合物の総称。二酸化硫黄SO2、
三酸化硫黄SO3、硫黄ミストなどを含む。大気
汚染物質の一つで、酸性雨の原因物質でも
ある。日本では排出規制、重油の硫黄含有量
規制、石油精製過程での脱硫などにより環境
基準はほぼ達成されているが、開発途上国
では硫黄酸化物による汚染が深刻である。

用語の解説

CO2はp.21、
SOxはp.22参照

大気排出量
2018年度

CO2 ......................................... 1.9万t-CO2
ばいじん※ ............................................ 0.0t
NOx※ .................................................... 0.0t
SOx ....................................................... 0.0t
※ばいじんとNOxは埼玉工場および御殿場事業所を除く

p.22参照
排水量
2018年度

下水道＊1 .........................................17千m3
その他水域＊2 .............................. 337千m3
＊1：埼玉工場と持田製薬本社 
＊2： 藤枝事業所、御殿場事業所、本社工場

BODは
p.22参照

水域排出物
2018年度

BOD .................................................... 1.2t
COD .................................................... 0.6t
SS ........................................................ 0.8t

p.21参照
廃棄物
2018年度

発生量 ..................................................508t
リサイクル量 ......................................504t
リサイクル率 ...................................99.1%

環境に対する負荷
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地球温暖化防止

地球温暖化の主な原因であるCO2は、事業活動に伴うエネ
ルギーの消費で発生するため、製造部門、研究部門、業務部門
において継続的な省エネルギー対策に取り組んでいます。
 持田製薬グループはより確実に目標を達成していく上で
「2030年度までにCO2排出量を15,600t以下（2013年度比
25%削減に相当）にする」という目標を設定し、低炭素社会の
実現に向けその社会的責任を果たすために、設備更新時等に
高効率機器や省エネルギー機器を設備計画により全事業所で
計画的に導入し、エネルギー効率の改善と二酸化炭素の排出
削減に取り組んでいきます。

ゼロエミッションの推進

持田製薬グループでは、廃棄物管理の全体教育や改善提案
などをとおして、事業活動において発生する廃棄物の削減と
リサイクルに取り組んでいます。廃棄物発生量の減量化は、
継続的な従業員の教育、提案から改善への活動、分別の徹底
等による廃棄物の発生抑制による減量化を継続的に実施 
しています。

▼ 処分場の現地確認
排出事業所責任の観点から、事業所ごとに処分場を訪問し、
廃棄物が適正に処理されていることを実施確認しました。
2018年度は持田製薬グループが契約している全52社のうち
18社に対して実地確認を行いました。2019年度も継続して
実施できる活動をしていきます。

省エネルギー型空調設備
（持田製薬（株）本社）

ガス焚き貫流ボイラー
（持田製薬工場（株）本社工場）

用語の解説
●ゼロエミッション

発生する廃棄物を別の産業の再生原料として利用し、
廃棄物の最終処分量をゼロにすること。

●廃棄物発生量
社外にて処理を行う廃棄物量。

廃棄物発生量とリサイクル率推移

99.1%

99.1%

99.1%

99.1%

99.4%

557
552

557
552

547
542

582
578

2016

2017

2018

2013

2014

2015

総排出量（t）
資源化量（t）

リサイクル率（%）

515
510

508
504

99.0%

廃棄物処理の実地確認

1990
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018

1990
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018

エネルギー使用量の推移

CO2排出量の推移

20,810
20,740

19,352
19,606

19,142
17,519

378
376

367
370

372
344

熱量換算（TJ）

CO2排出量（t-CO2）

＊1990～2018年度は、一般電気事業者別のCO2排出係数を使用しています。

MPP本社工場 藤枝事業所 御殿場事業所 MHC埼玉工場 本社（その他）

370
375

＊「環境報告ガイドライン2012～持続可能な社会を目指して～（2012年版）に基づき、
　電気使用量の熱量換算係数を変更しました。
＊熱量単位　TJ（テラジュール）は1Jの1兆倍
＊MPP：持田製薬工場（株）、MHC：持田ヘルスケア（株）

18,924
18,788

環境パフォーマンス 持田製薬グループでは、
事業活動のあらゆる段階において、環境保全および
環境負荷の低減に積極的に取り組んでいます。
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容器包装の環境配慮

■ 容器包装の環境配慮
容器包装は、製品の特性上、品質保持、内容物の保護、また
誤用防止のため製品の識別性、表示の見やすさが重要な要素
となります。環境に対する社会的責任が一層強まる中、循環型
社会形成への対応が求められております。
 当社においても廃棄物の発生抑制、再使用、再資源化推進の
3R（Reduce：廃棄物の発生抑制、Reuse：再使用、Recycle：
再資源化）などの環境に配慮した包装設計を継続的に実施
しています。

■  「容器包装リサイクル法」に基づく再商品化委託契約の履行
持田製薬グループは、1997年より「容器包装リサイクル法」に
基づき、（財）日本容器包装リサイクル協会に委託して、毎年、
再商品化義務を履行しています。
 リサイクルの対象は、医薬品およびヘルスケア製品の容器
包装資材が該当しています。

▼  容器包装における主な環境配慮の 
取り組み事例（実施年度）

● 包装形態変更による減量化（2004）
 適正包装化に向けて小袋包装形態のEPA
（イコサペント酸エチル）製剤エパデールS
について、三方シール包装からスティック
包装に変更し、包材使用量を28％削減しま
した。

全事業所合計 取扱量（t）

名称（政令番号） 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
ジクロロメタン（186） 0.09 0.01 0.08 0.00 0.02
アセトニトリル（13） 1.17 2.11 1.38 1.65 1.19
メチルナフタレン（438） 6.77 2.73 0.90 0.76 0.88

PRTR調査結果
調査期間：2018年4月1日から2019年3月31日

2018年度は、分析機器使用頻度が増加した結果、第一種 
指定化学物質（アセトニトリル）が年間1t以上の取り扱いと
なりました。

環境保全の推進 （大気・水系の環境保全活動）

大気汚染・水質汚濁の防止に関して、さまざまな法規制および
各自治体との協定基準の遵守に努めています。これまで、 
①地中埋設排水配管（ヒューム管）系統を地上配管に変更 
（漏水による土壌汚染防止）、②地下水採水量の削減化（空冷
チラーや空冷式コンプレッサーの導入）、③重油地下タンク
の廃止（燃料を重油からLNG、都市ガスに変更）に取り組み
ました。

化学物質適正管理の取り組み

医薬品・ヘルスケア製品の開発・製造に必要な化学物質が 
与える環境や健康への影響を十分に認識し、適正な使用・管理
を実施しています。

▼ 化学物質の調査
化学物質については全事業所を対象に、1㎏ /年以上を取り
扱っているものの保管と使用方法および使用後の廃棄方法
の自主的調査を行い、適正に管理されていることを確認しま
した。

2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

再商品化義務量の推移

190
152
154

145
122

単位（t）

124
121

エパデールSの
スティック包装

2013
2014
2015
2016
2017
2018

2013
2014
2015
2016
2017
2018

排水量の推移 総排水量（千m3）

総排出量（t）

330
322
330
342

BOD負荷量の推移 BOD負荷量（t）

0.8

1.3
1.7

0.9

0.8
1.2

SOx・NOx排出量の推移

1.4
0.8

1.2
0.6

0
0

0
0

2016

2017

2018

2013

2014

2015

SOx
NOx0

0

0
0

343
354
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主要な連結経営指標等の推移

2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期

売上高 （百万円） 87,252 92,272 97,349 106,761 109,643

営業利益 （百万円） 11,689 12,154 11,374 11,662 10,590

経常利益 （百万円） 11,909 12,392 11,648 12,008 10,928

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 7,544 8,150 8,526 9,023 8,435

包括利益 （百万円） 8,860 9,121 9,686 11,257 11,467

純資産額 （百万円） 98,670 104,929 111,869 119,687 125,110

総資産額 （百万円） 127,557 137,713 148,372 155,047 159,019

１株当たり純資産額 （円） 2,484.20 2,642.32 2,817.36 3,014.53 3,189.15

１株当たり当期純利益金額 （円） 188.63 205.23 214.73 227.27 212.87

自己資本比率 （％） 77.4 76.2 75.4 77.2 78.7

自己資本利益率 （％） 7.8 8.0 7.9 7.8 6.9 

株価収益率 （倍） 20.9 20.4 19.2 16.5 26.7

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 5,122 15,211 5,583 3,283 12,565

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,953 △15,576 △1,835 △426 △1,121

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △5,288 △2,917 △3,291 △3,483 △6,094

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 33,635 30,351 30,808 30,182 35,532

従業員数
（外、平均臨時雇用者数） （人） 

1,746
（417）

1,726
（420）

1,713
（418）

1,666
（420）

1,617
（448）

財務情報
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連結貸借対照表

科目 2018年3月期
（2018年3月31日現在）

2019年3月期
（2019年3月31日現在） 科目 2018年3月期

（2018年3月31日現在）
2019年3月期

（2019年3月31日現在）

【資産の部】 【負債の部】

流動資産  113,151  115,334 流動負債　  29,574  28,444 

現金及び預金  45,683  51,032 支払手形及び買掛金  13,430  12,327 

受取手形及び売掛金  31,320  28,938 電子記録債務  3,067  1,138 

電子記録債権  449  402 未払法人税等  1,233  913 

有価証券  7,999  7,999 賞与引当金  2,499  2,459 

商品及び製品  16,950  16,741 その他の引当金  877  785 

仕掛品  1,513  1,406 その他  8,463  10,819 

原材料及び貯蔵品  6,542  6,496 固定負債  5,786  5,465 

その他  2,691  2,316 退職給付に係る負債  5,374  5,066 

固定資産  41,895  43,685 その他  412  399 

　有形固定資産  13,915  13,589 負債合計  35,360  33,909 

建物及び構築物（純額）  5,677  5,402 【純資産の部】

機械装置及び運搬具（純額）  2,207  1,971 株主資本  111,376  113,767 

土地  5,256  5,290 資本金  7,229  7,229 

その他（純額）  774  923 資本剰余金  1,871  1,871 

　無形固定資産  365  372 利益剰余金  104,625  109,537 

　投資その他の資産  27,614  29,723 自己株式  △2,349  △4,870 

投資有価証券  17,597  21,671 その他の包括利益累計額  8,310  11,342 

繰延税金資産  4,004  2,296 その他有価証券評価差額金  8,305  11,277 

その他  6,012  5,756 退職給付に係る調整累計額  4  65 

純資産合計  119,687  125,110 

資産合計  155,047  159,019 負債純資産合計  155,047  159,019 
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連結損益計算書
（単位：百万円）

2018年3月期 2019年3月期
売上高 106,761 109,643

売上原価 53,182 55,477

売上総利益 53,578 54,166

返品調整引当金繰入額 12 ─
返品調整引当金戻入額 ─ 9

差引売上総利益 53,566 54,175

販売費及び一般管理費 41,904 43,584

営業利益 11,662 10,590

営業外収益
　　受取利息 3 3

　　受取配当金 220 243

　　不動産賃貸料 68 75

　　仕入割引 43 41

　　その他 56 44

　　営業外収益合計 392 408

営業外費用
　　支払利息 3 1

　　支払手数料 36 37

　　為替差損 ─ 27

　　その他 6 4

　　営業外費用合計 46 71

経常利益 12,008 10,928

特別利益
　　受取和解金 ─ 1,557

　　受取補償金 ─ 37

　　投資有価証券売却益 ─ 254

　　固定資産売却益 194 0

　　特別利益合計 194 1,850

特別損失
　　固定資産除売却損 86 154

　　減損損失 ─ 981

　　特別損失合計 86 1,135

税金等調整前当期純利益 12,116 11,642

法人税、住民税及び事業税 3,363 2,835

法人税等調整額 △270 371

法人税等合計 3,092 3,207

当期純利益 9,023 8,435

親会社株主に帰属する当期純利益 9,023 8,435

連結包括利益計算書
（単位：百万円）

科目 2018年3月期 2019年3月期
当期純利益 9,023 8,435

その他の包括利益
　　その他有価証券評価差額金 2,049 2,971

　　退職給付に係る調整額 184 60

　　その他の包括利益合計 2,233 3,032

包括利益 11,257 11,467

（内訳）
　　親会社株主に係る包括利益 11,257 11,467
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連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度 （自　2017年4月1日　至　2018年3月31日） （単位：百万円）

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本

合 　 　 計
そ　の　他
有 価 証 券
評価差額金

退職給付に
係　　　る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当期首残高 7,229 1,871 100,040 △3,349 105,792 6,256 △179 6,076 111,869

当期変動額

　　剰余金の配当 △3,424 △3,424 △3,424

　　親会社株主に帰属する
　　当期純利益 9,023 9,023 9,023

　　自己株式の取得 △15 △15 △15

　　自己株式の処分 0 0 0 0

　　自己株式の消却 △0 △1,014 1,014 ─ ─

　　株主資本以外の項目の
　　当期変動額（純額） 2,049 184 2,233 2,233

当期変動額合計 ─ ─ 4,584 999 5,584 2,049 184 2,233 7,817

当期末残高 7,229 1,871 104,625 △2,349 111,376 8,305 4 8,310 119,687

当連結会計年度 （自　 2018年4月1日　至　2019年3月31日） （単位：百万円）

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本

合 　 　 計
そ　の　他
有 価 証 券
評価差額金

退職給付に
係　　　る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当期首残高 7,229 1,871 104,625 △2,349 111,376 8,305 4 8,310 119,687

当期変動額

　　剰余金の配当 △3,523 △3,523 △3,523

　　親会社株主に帰属する
　　当期純利益 8,435 8,435 8,435

　　自己株式の取得 △2,521 △2,521 △2,521

　　自己株式の処分 0 0 0 0

　　自己株式の消却 ─ ─ ─ ─ ─

　　株主資本以外の項目の
　　当期変動額（純額） 2,971 60 3,032 3,032

当期変動額合計 ─ 0 4,911 △2,520 2,391 2,971 60 3,032 5,423

当期末残高 7,229 1,871 109,537 △4,870 113,767 11,277 65 11,342 125,110
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連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

2018年3月期 2019年3月期
営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 12,116 11,642

減価償却費 2,618 2,917

受取和解金 ─ △1,557

投資有価証券売却損益（△は益） ─ △254

固定資産除売却損益（△は益） △107 154

減損損失 ─ 981

賞与引当金の増減額（△は減少） △61 △40

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △91 △220

受取利息及び受取配当金 △224 △247

支払利息及び支払手数料 39 39

売上債権の増減額（△は増加） △976 2,429

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,743 362

その他の流動資産の増減額（△は増加） 558 522

仕入債務の増減額（△は減少） △559 △3,032

その他の流動負債の増減額（△は減少） 26 2,340

その他 △2,639 △1,756

小計 6,955 14,279

利息及び配当金の受取額 224 247

利息及び手数料の支払額 △39 △37

和解金の受取額 ─ 1,557

法人税等の支払額 △3,855 △3,481

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,283 12,565

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △19,500 △18,500

定期預金の払戻による収入 19,500 18,500

有価証券の取得による支出 △5,000 △5,000

有価証券の売却による収入 5,000 5,000

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,095 △1,368

有形固定資産の売却による収入 710 ─

投資有価証券の売却による収入 ─ 463

その他 △41 △216

投資活動によるキャッシュ・フロー △426 △1,121

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △3,422 △3,525

自己株式の取得による支出 △15 △2,523

自己株式の処分による収入 0 0

その他 △45 △46

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,483 △6,094

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △625 5,349

現金及び現金同等物の期首残高 30,808 30,182

現金及び現金同等物の期末残高 30,182 35,532






